石川県知事選挙出馬にあたって

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　木村　吉伸

二〇一四年三月投票予定の石川県知事選挙にあたり、私は、新しい県政をつくる県民の会（略称・県民の会）より知事候補者として出馬することを決意いたしました。三度目の知事選挙出馬です。私は、何よりもいのちを大切にして、県民の暮らしと生活を守る県政の実現をめざします。あきらめません。谷本県政二十年にピリオドを打つことにチャレンジします。
高齢者と障がいを持つ世帯の孤立化・無縁死、貧困と格差の深刻化のもとでの餓死、特別養護老人ホーム待機者の増大と介護殺人、国民保険料を滞納し保険証を奪われ医療を受けられず重症化し死亡など、あまりにも悲しくて胸が痛みます。私は、医療と介護の現場で三十六年間、「いのちの重さに差別はない」を信条に働いてきました。現在は、「いのちをつなぎ、憲法が生きる安心して住み続けられるまちづくり」をめざして、健康権と生存権を守る健康友の会とＮＰＯ法人たすけ愛の輪を広げる活動を進めています。憲法が輝く石川県をつくりたいとの強い思いです。
国と市町の真ん中にある石川県政が今こそ変わらなければなりません。谷本県政の五期二十年は、国の悪政の応援団となり、開発優先を推し進め、いのちと暮らしにかかわる切実な願いを聞くことはありませんでした。県民の立場にたって国にものを言い、県民の防波堤になって頑張る県政が求められています。

安倍政権は、特定秘密保護法の強行、憲法改悪、消費税増税、ＴＰＰ交渉参加、原発再稼働・輸出、社会保障制度改悪・解体、辺野古への基地移設など、国民の声を無視して暴走を続けています。

谷本知事は、「日本国憲法は不磨の大典ではない」と改正を容認し、原発再稼働の「政府方針は現実的対応として理解できる」、消費税増税は「避けられない」、社会保障費増は「財政圧迫の原因」、ＴＰＰにはきっぱり反対とは言はないなど、安倍政権の暴走を一体として進める知事となっています。
福島県知事は福島の全原発の廃炉を求め、新潟県知事は安全無視の再稼働反対です。北海道や青森の知事はＴＰＰ反対で、群馬県は全県の制度として中学校卒業までの医療費無料を実施、秋田や山形県は住宅リフォーム助成を県の制度にしています。地域中小零細企業の活力を活かす中小企業振興条例は二十五道府県で制定されています。知事が変われば、県民のために英断を持って対応することは可能なことを示しています。
私は、子どもの医療費窓口無料化を拒否続ける谷本知事の異常さが我慢なりません。手持ちのお金がなくても医療が受けられる窓口無料化は全国三十六都府県で実施し、県議会で全会一致を繰り返し、市町が強く求めているオール石川の願いです。「一旦負担することで制度のありがたさを理解してもらう」との繰り返される回答は、福祉の向上という自治体本来の役割の放棄です。現行制度のもとでの子どもの医療費の窓口無料化の財源は三億三千万円余です。税金の使い方を見直せば直ちに実現可能です。
原発の大規模災害がどんな事態を地域にもたらすかは、福島の深刻な実態で実証されてきました。原発になお地域の未来を託せるでしょうか。谷本知事は「原発問題は国が第一義的責任を持つ」と県民の安全を守る独自の責任を放棄する姿勢を続けています。国と北陸電力任せで再稼働を容認し、活断層問題でも「国と事業者との関係」と独自調査を拒否しています。もう我慢できません。
県民の会は谷本知事に対し毎年予算要望を行いました。雇用やくらしと生活を守り、地域経済の再生と農業・漁業・教育・平和など、県民の切実な願いです。こどもの医療費完全無料化、滞納整理機構中止、知事退職金の見直し、辰巳ダム建設中止、志賀原発廃炉、日米共同訓練中止などの申し入れも行ってきました。
谷本知事は多選の中で、のと鉄道・「能登線」の廃線や辰巳ダムの建設、高校統廃合を強引に進め、強権的な政治姿勢を顕著にし、意見が違う県民とは「不毛な論議ばかりで意味がない」と面会を拒否してきました。
谷本県政は、県独自の施策であった三人目の保育料助成や心身障害者医療助成の廃止など、福祉・教育を削りながら、治水上ムダな辰巳ダム建設（二五〇億円）コマツのための金沢港整備（二四七億円）へ税金投入したのをはじめ、大規模道路建設などを進め、新幹線開業を口実に環境破壊の小松白川連絡道路（一七〇〇億円）など一層の不要不急のムダな公共事業を進めようとしています。
谷本県政がスタートした一九九四年の県債残高四千五百九十九億円が、二〇十二年度末では、二．七倍もの一兆二千二百十五億円に膨れ上がり、県民一人当たり約一〇五万円も借金をしていることにもなりました。
これは、「石川県新長期計画」による不要不急の大型開発を続けてきたことによるもので、多くの県が財政のあり方を是正する動きをしてきている中での税金の投入としては際立っています。
ご一緒に、石川県を県民が主人公の県政に変えましょう。
一、くらし応援と地域経済振興を結びつけ所得と雇用をふやします。
一、医療、福祉、教育の充実を図り、子どもからお年寄りまでみんな元気な石川県をつくります。
一、志賀原発は廃炉にし、自然・再生エネルギーを飛躍的に進めます。
一、ムダな大型開発をやめ石川の豊かな自然環境をまもります。

一、憲法を県民生活と地方自治のすみずみに生かし、憲法九条と二十五条に規定された平和・生存権を基礎として、国に対ししっかりとものを言う存在感のある石川県政をつくります。
　一、動く知事室で県内をまわり、県民の声を聞き県民に寄り添い願いを実現します。
